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１．研究計画の概要 

本研究プロジェクトは，ハンガリー及びロ
シアを主要研究対象国として，旧社会主義移
行経済諸国に進出した外国資本や多国籍企
業とホスト国経済資源(人的資本や地元企
業)の相互リンケージの形態と水準を，企業
インタビュー調査や大規模パネルデータに
基づいた比較制度論的・計量経済的分析によ
って解明すると共に，その研究成果に基づい
て，ホスト国における外資系企業の定着と当
該国国民経済システムとのより緊密かつ適
切な産業連関の深化を促進するような諸政
策の提言を行うことを目標としている。 
 
２．研究の進捗状況 
(1)研究初年の平成19年度(2007)は，本研究の

基礎となる現地企業調査の準備期間として，

次の研究作業を遂行した。即ち，ハンガリー

については，同国政府機関より，国内企業約

150,000社を対象とした1998～2005年のパネ

ルデータを獲得し，その解析に着手した。ま

た同国に進出した多国籍企業の現地法人，そ

れらのサブコントラクター企業及び非サブコ

ントラクター企業を対象とする大規模アンケ

ート調査を平成20年度に実施すべく，平成20

年2～3月にそのパイロット調査を遂行した。

他方のロシアについては，主として平成17年

上半期に一橋大学経済研究所とロシア連邦国

立大学高等経済院産業市場研究所が共同実施

した大規模アンケート調査の諸結果に基づい

て，ロシア企業のコーポレートガバナンスに

対する外国資本の影響等を実証的に分析した。 

(2)続く平成20年度(2008)は，ハンガリーに関

しては，平成20年春に実施したパイロット調

査の結果を踏まえて同年秋に本調査を行い，

その結果，製造業企業191社及びサービス業企

業196社から有効回答を得た。一方のロシアに

ついては，上記企業アンケート調査結果の実

証分析を更に推し進めた。 

(3)平成21年度(2009)は，ハンガリーについて

は，企業インタビュー調査の結果を用いて，

多国籍企業子会社を含むハンガリー企業の所

有構造や組織イノベーション活動に関する実

証研究を行った。また，国家税務局提供の大

規模企業パネルデータを用いた産業クラスタ

ーに関する実証研究も同時並行的に進めた。

ロシアについては，これまでの実証研究の成

果を集約した英語論文集Organization and 
Development of Russian Business: A Firm-Level 
Analysisを，Palgrave Macmillan社から刊行した。 

 
３．現在までの達成度 
 ①当初の計画以上に進展している。 
同判断を基礎付ける主な理由として，(1)

ハンガリーにおける企業アンケート調査は，
計画通り平成 20 年度に，ロシア株式会社に
関するデータベースの補強作業は，平成 19
年度に各々完了していること，(2)平成 20 年
度には，研究成果の学会発表や査読付き学術
誌への発表を既に多数実現したこと，(3)平
成 21 年度には，ロシア企業に関する研究成
果を，英語論文集として刊行した上，ハンガ
リーについても計画以上の点数の雑誌論文
を発表することが出来た，という 3点を指摘
することができる。また，研究成果の社会的
還元の一環として，これまでに合計 13 回の
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口頭報告を行ったが，そこには，政府関係者
や民間企業家を対象とする海外でのコンフ
ァレンスが含まれていることも，当初の研究
計画に沿った大きな進展と評価することが
できる。 
 
４．今後の研究の推進方策 

 上記の通り，本研究の全体的進捗状況は十
分に満足できる水準に達しているものの，計
画調書に盛り込んだ研究課題が，悉く掘り下
げられている訳ではない。例えば，ハンガリ
ーにおける外資系メーカー企業のサブコン
トラクターに対する要求条件とこれに対す
る地元企業の反応行動や，ロシアにおける外
資系メーカーと地元中小企業とのサブコン
トラクター契約の現代的水準と将来見通し
に関する実地調査は，この観点に関する外資
系・国内企業双方の情報開示に対する消極的
な態度のために大きな困難に直面している。
これら研究不十分な課題の遂行が，最終年度
の目標となるが，我々研究チームは，追加的
な企業訪問や関係者のインタビュー調査等
を実施して，この課題の克服を図りたいと考
えている。 
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